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1｡産業連関分析における代替理論は要するに，各企業の生産係数が固定しているか否かの問題
である。若しこれが固定していなければ，企業に投入される生産要素と生産物は投入される比率
を絶えず変更することになり，産業連関表の有用性は大いなる制約を生ずることになる。従って
代替性は，ある条件下に存在するのであるが，この代替性を否定し，生産係数を固定したものと
して取扱う必要を生ずる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
　一般に企業に投下される生産要素及び生産物について，企業が其の投下費用を極小にするには
周知の如く，限界生産力の理論が妥当する，これは投下される生産要素及び生産物の単位価格当
りの限界生産力を互いに等しくすることが，企業の費用を極小にすることであると主張する。従，
つて生産物，生産要素の価格に変動を生ずるならば，単位価格当りの限界生産力に変化を生じ，
これより構成される限界生産力均等関係は，前の値とは異った均等関係を示すであろう。このこ
とはまた企業に投下される生産物，生産要素の数量に変化を生ずることを意味する｡即ち生産物。
生産要素の価格が変動することは，これらが企業に投下される割合に変化を生じ，投下される
割合を示すところの生産係数が変化し，固定した生産係数ではあり得なくなる。生産に投入され
る生産物，生産要素間の限界代替率が，これらの価格の変化によって変化するということも，上
と同様のことをさしているのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜
　産業連関分析における代替性の問題は，このような投入される財め価格変化によって，生産係
数が変動するということの外に，投入される財の価格変化とは無関ｲ系な純然たる技術的意味での
代替性かおる。連関表における企業の生産函数は，周知の如く一次の同次であるから，ｉ企業に
おいて投下される生産物数量を，つｕ,…,Xniとし，生産要素を例えばXn+1。,心+ 2.iの2財としまた
ｆ企業の生産物を冠とおけば
　　　　　　　　(1)　亀二凡Ｇ哨…, X,u,Xa+li, Xn+2,i)
となる。一次の同次性によって(1)はまた
　　　　　　　　(2)　　l=FAau,--･, a ;, a｡+ ],;,0,^+2。)
となる。ここに恥＝仙隔である。αが投入係数または生産係数と呼ばれるものであり，この
が相互に一次的に結合してパ企業の１単位の生産物を生産しているわけである。従っては固定し
ているのではなく，この意味における代替性が存在するのである。｀これは技術的代替と云いうる
ものである。限界代替の場合であると技術的代替の場合であるとを問わず，代替のために生産係
数力も固定しないことは，産業連関表の有用性に大きな制約となる。従って如何なる条件の下に
生産係数が固定化するか別言すれば如何なる場合に生産係数が固定しているかを考察する必要を
生ずる。この問題については次のように考えることが出来ると思われる。産業連関表の体系を均
衡状態にあるものと考え，しかも長期均衡状態と同様の状態にあるものとする。然るときこの状
態において体系が安定するものとすれば，均衡値を維持することになり，企業に投入される財の
価格は均衡価格となって変化しないであろう。従って前述の限界代替の理論において，投下財の
価格が変化しないことは限界代替率が変化しないことを意味し，生産係数は固定化するとみるこ
２
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とが出来る。更に技術的代替については，これを認めながら生産係数の固定化を主張した人々に
P.A. Samuelson, T.C. Koopmans, Ｋ･J. Arrow, Ｎ. Georgescu-Roegen'^'等が先ずあげられる。
これらの人々は生産係数の固定化を述べるにあたって，投入される財の価格からでなく，企業が
生産数量を極大化するための投入される財数量の割合を論じているのである。投入される財の価
格を過程にて考慮に入れないが均衡状態では考慮される。長期均衡価格は前提する必要はない如
くであるが，投入財が複数個となるときには,･これを考慮することにより，生産係数の固定化を
論じうる。勿論ここでは，生産係数の固定化を証明する過程において投入財の価格を一応除外
していることを言っているのである。以下本稿においては限界代替の場合をとり，生産函数が極
小平均生産費をえらんで長期均衡状態と同様の状態を体系かとる時，価格が均衡値を維持し，従
って限界代替率が固定化する｡ことを述べようと思う。
2.産業連関分析を均衡理論の立場から述べるために次の如くする。先ず生産部門と非生産部門
とに分ち，生産部門ではｎ個の財が生産され，各生産物は夫々別個の企業によって生産される。
即ちf財はj番目に属する企業群によって生産されるが,これらの企業は同一の形態のものであり，
同一の生産方法を採用し生産函数は同一であるとずる。またj番目の企業はg財のみを生産すると
仮定する。次に非生産部門は家計部門のみとし，家計部門には別個の生産要素を提供する２群の
家計が存在すると仮定する。生産要素としては，いわば２種類となるがこの種類を増加しても結
果は同様であろう。
　始めに家計の需要函数を次の様に定義する。家計の効用函数を
　　　　　　　　　(3)　　び＝び(Xu---,X.｡)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　，とおく，ここにびは生産要素を供給する前述２群の家･計の効用函数を，便宜上集めたものであ
る。即ち(3)は全家計の効用函数とする，これに対して仝家計の所得総額を７とし，これを企業生
産物の購入Ｘ・Ｐにあて，貯蓄は行わないとすれば‘
　　　　　　　　　(4)　ΣP,X;=/　　　／　　　７
となるであろう。７を固定して(4)の条件下に(3)の極大を計れば
　　　　　　　　　(5)　U,{X,,.:X。)十＼pi = O　　　(j=i,･■■,n)
をうる。防は(3)の瓦に関する微分係数である。㈲は(4)と共に
　　　　　　　　　(6)　　瓦゛が(pb…･pJ)　て｡　　(ト＝1，…ぶ)
をうるのであるが，これは家計の企業生産物に対する需要函数である。
　次に企業が其の生産を行う場合，投下する生産物並に生産要素の数量を求めよう。いまｇ企業
の生産函数を
　　　　　　　　　(ﾌ)　　亀＝ｙ(ｚｕ,…,Xah Vu, V2i)
としよう。jりはｇ企業の投下する生産物量であり，りは生産要素の量である。これに対してｇ
企業の平均生産費(単位生産費)を
　　　　　　　　　(8)　　r. ―l v''巧か十gl丿手向か)几　＼
とおくことにする。亀はｇ企業の生産量である。いま亀を固定しr{7)の制約下に平均生産費の
極小を求めると，ｇは生産要素の価格として
(9)
恥 几 扨1 籾２
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をうる。これは既述の単位価格当りの限界生産力均等の式であって，この均等式を成立せしめる
如く企業の投下する財の数量を調節する時は，生産費の極小を生ずるごとを意味する。この関係
式と(7)とがら
　　　　　　　　　　　　　ｚji°fべＰＩ・‘‥,ｐ,｡,1λＪＩＪλ32,≫i)　　　　(ﾉﾑ…β)
　　　　　　　　00)　　
印Ξざμ(Pi.…･＆･Wi,W2･亀)　　　　(j ＝ 1.２)
をうる。これは極小生産費を生ぜしめるための投下財の数量を生産物と生産財とに分けて示すもり
のである。この関係式はｇ企業以外にも同様に成立するから, i=l,…,ｎとすることが出来る。
　以上によって家計の企業生産物に対する需要量，企業が其の投下する財に対する需要量を求め
たのであるが，次に生産量，価格を求める問題に移ることにする。先ず企業の投下財の数量は叫
によって与えられるのであるが，この式中における生産物の価格ρの決定については，企業の生
産量ｚと同時に決定されるのが望ましいのである。また家計の生産物需要量は(6)によって定め
られる。この式中の価格については抑における価格と同様であるが，所得７の決定について説明
を附加する必要がある，所得は家計が企業に対して提供する生産要素の対価として与えられるも
のであるから，生産要素についての供給函数が考えられるわけである。既述の如く生産要素を２
種と一応定めたのであるから２個の供給函数が存在する。これとao)の企業による生産要素の需要
函数との競合から，生産要素価格も要素(供給)数量も決まるわけである，いま要素価格も数量も
均衡値にあるとしよう。家計の所得はこのような要素価格と要素供給から定まるものと了解出来
る従って(6)における７は斯る関係から均衡値をとっておしＰの決定に関しては差当って係りな
いものとする。 aO)における生産要素の価格ｇも同様で，ρ,ｚの決定には係りないものとする。
　このような前置のもとで・Ｐ・Ｘを決定しようとするものであるが，これは価格，生産量につい
ての均衡値の決定の問題である。このことは投入産出分析において外観上は均衡値の存在しうる
がこれに収斂して均衡値となりうるか否かの問題にも係る，これを解くためには所謂ｓａｄｄｌｅ Ｐ必lも
を利用する方法もあるであろう(2)。ここでは,価格,生産量の均衡点へのSamuelson形式の動学的
牧斂形式を利用しようとする方法をとり度いと思うのであるが，このことはまた，均衡値の安定
の問題である。いま最も単純な場合をとり，企業数２，生産要素の種類も２とすると次の様にな
ぶであろう。動学的安定に用いられる仮定即ち，生産物に対する需要が供給に趨過すれば価格を
騰貴せしめることの外に，生産物価格が生産費を超過すれば企業は生産量を増加するという仮定
を綜合した形に構成すれば。
　　　　　　　　　　　　　pi―Hi[ｚ11十恥2十χ1－ｚl]
　　　　　　　　01)　P2―H2レ21十ｚ22十X2－ｘ2]
　　　　　　　　　　　　　乱゜GI[PlXl二戸13=11一Ｐ２×21　―WiTJll― W2V21]
　　　　　　　　　　　　　i2°G2[P2≪2一戸1*12―P2≪:22―Wlむ12一切2む22]
とおきうるであろう。この４式を均衡点において展開するのであるが(6), mを参照してβ1°,ρ2°，
ｚl°,ｚ2°を均衡値とすれば, (IDの第１式は(テーラー展開により其の２次以上の項を省き)
　　(12)　Ｐx＝Ｈｉ(り)十H,'{o)[Cn(pi―Pi°)十Cl2(P2―P2°)十c13(ｚ1－が)十C14(X2 ― X2°)]
となる。ここで瓦(o)は変数か均衡値をとったもので，このときは価格の変化なく，瓦(o)＝o，
またＦ(O)＞Oは調節速度であるが便宜上これを省くことにする。また／の添数1. 2. 3. ４をそ
れぞれPi,　Ｐ２>　5CliＸ２による微分係数を表わすとすると
　　　　　　　　　　　　　c11＝μ1十八12＋/z11
　　　　　　　　(13)　　c12＝八11＋八12十/z21
　　　　　　　　　　　　　Cl3 =゜几11－ j，　　　　Cl4 =fｒ-
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である。尚哨, W2, Iは前述したところからこの場合常数的関係をとるものとし，またいずれも
均衡値をとっているとしよう，ぐのことも一応容認されうることであろう。更に表現の簡易化の
ために，価格，生産量の均衡を求める過程中は恥一Pi　＝pi,恥一亀゜＝ｘj等の如くする。すると
但)の第１式は
　　　　　　　　　(14)
同様に圓の第２式以下は
　　　　　　　　　(15)
ここに
第３式は
ここに係数は
第４式は
(16)
(17)
(18)
(19)
戸1°Cnpi十C12P2十CIμ1十ご14^2-
P２　＝　C2lPl十C22ρ2十C23X1十C24≪2
１
c21＝j21十y122十后
C22=/2"十ｿﾞ222十万22　　1j-･　　　　　　・　l
C23=/3",　　　　Q4＝八22－7 ，
Xl=C31ipi^十C312P1P2十べ2lP2Pl十C322P2*十C3a3Pia;i十C32ZPlXl
c311‾‾f八
CS13=1 －程≒
C312=-/2",
C323 =ｴ‾f八
C322― ―､/7221
c321‾‾yT121
X2=Cinpi^十C412PlP2十Ci21 P2P1十C422β22十C4,npiX2十Ci2'iP2X2
この係数は
　　　　　　　　(20)　　c411＝－fj，　　Ｃ４１２＝－y212,･　　C-122 ―一石22
　　　　　　　　　　　　　c41‘4＝一ｆ４１２，　　Ｃｌ２４＝↓一石22，　Cazi―一八22
の関係かおる。上記(14), 05), (17), 09)によって構成されている微分方程式は非線型のものであって
これを解くことによって均衡点への牧斂性を示すことは容易でない。それ故安井教授によって示
されているところの牧斂性乃至安定性を判定する(3)条件を用いることにする。これによるときに
は，先づ㈲，因における二次形式Ｆ(Pli　Ｐ２, ＸｕＸ２)をとり，次式を作る。
(21) 苦毒号音行子音
次に孚を表現する祗昿孚を現わす拉叫におい乙１次の項と２の項とに分や２次の
項を<? (PU P2,心,ｘ2)とすると，祗固は１次の項の'みバ17), 09)は7)の項のみであ１　ら，(21)
の右辺は次の様における。
(22)
示
八⑤＝FI(Pl＞Ｐ'i)’<^l)２<^２)
希聡⑤
゜ψ(Ｐ１・p2，Ｘｉ，％２)
よって
　　　　　　(23)牛＝ろ十ψ
とかきうる，Ｆも几も共に二次形式であってFTと几とが反対の符号を有する定値形式であ
れば定常解はSamuel sonのいう第１種及び第２種安定である(４)従って先ずＦの係数を示せば
(24)
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－(/111十石12)
－(/121十乃22)
???
－(几11十/212)
－げ221十y222)
???
(1 -/3>')
　－/321
???
　－/412
(1－/422)
???
となるであろう。次にFIをそれは，Ｆの行列式の要素丿行丿列を面の形で表せば
(25)
５
(2ciidii十ciid-ii十cudn)【Icud】1十C2 2(^21十Ｃ２２ｄｌ２)(2ci3dn十C23d21十C23d12)【2ci4(ii】十C2id21十C2id】2)
(Ciidi2 + 2c2id22十C11d21)(C12d12＋2C22d22十Cl2d2l) (Cl3<^12+ 2c2 3d2 2十Cl id2 i)(cndli+ 2C2 4^2 2十C14d21)
(ciidn十C2ld23)
(Ci]di4十C2ld2t)
(c12d13十c22d23)
(c12d14十c22d24)
{cisdn十C23<^23)
(.cudu十C2jd.２　4)
(c14d13十<:2^d23)
(ciidii十C2id2i)
　となる。企業数２の単純な仮定の下でも行列式が腹雑となり，企業数が増加すれば複雑さは更に
　加わってくるのであるが企業数２以上でも上に準じて, v,v,を作ることが出来る。初めにＦは
　正値な二次形式なることが証明されるときは，几は負の二次形式でなければならないことにな
　る。F1の負値なるためにみたすべき要件即ち投入される財の補完性,代替性は複雑な関係を示す･
　ものと考えられる。ここではこの関係がみたされ価格，生産量の均衡点への牧斂が実現するとし
　よう。然る時は価格恥と生産量亀は均衡値をとり，また初めに述べたところによって，生産要
　素の価格匹及び所得７が均衡値にあるとすれば, (6)によってｘjなる家計の企業生産物に対す・
　る需要販も決まる。更に企業に投入される生産物の量丿仙もmによって与えられる。また投入さ
　れる要素数量恥も渕から定る。
　　以上述べたところは家計を投入産出表の一部に非性産部門として含ませたｃｌｏｓｅｄ ７Ｔｉｏｄｅｌである
　この体系においては上述の如く未知数は凡て決定されるのであるから, (7)より投入係数又は生産
　係数ｘji/Xi＝ajL，(ﾉ゜し‥β),　Vjil亀゜Ｑ'ｎ＋ｊi，j＝＼｡’2もまた決定出来る。生産係数の固定性とはこ
　のαが不変であること膏意味しているのであるが，これについては後述する。またｏｐｅｎ ｍ?ｄと
は家計を上述の投入産出表から除外したものとみられる。従ってこの体系では，さきにあげた方
　程式体系から，家計に関連している(3), (4)バ5), (6)を除いた,ものであって，従って企業生産物に
　対する家計の需要は与えられた常数となる。この体系において価格，生産量の均衡を求めるには
　閉ぢた体系の如く圓によるのであるが，この式中の家計需要を表すＸは常数である。よって圓の
　展開式における係数ｃを構成する/zの項は消失する。安定条件を判定する几の係数より作られ
　る行列式(25)においても，ｃとｄは符号が正負と異る丈で絶対値は同一となるであろう。ｄはＦ
　のｲ系数を表す行列式(24)の要素である。Ｆも几も(22)における価格数を副因とすることによっ
　て。7回固の生産物価格と企業生産物とを包括するものに拡張出来ることは勿論である。さてこの
　ような開いた体系1,こおいて払Ｆと几とが正負相異る処の二次形式の条件を体系かみたす時
　は，生産物価格と生産物数量とは均衡値をとると考えられる。生産要素９価格は体系外より与え
　られる常数である。それ故投下される生産物並に生産要素の数量Xji， 　Djiは圃によって求められ
　る。然る時は生産函数(7)によって生産係数αもまた決定されるであIろう。
　3.本節では体系がもつ一次同次函数は長期競争均衡状態と，同一結果にあり，また生産係数は
　固定化する条件を述べる。さきに示したように閉ぢだ体系でも，開いた体系でも同様に生産係数
　が求められた。そこで長期競争均衡め意味するところのものをあげておく。
　　(i)投入産出分析における生産函数は周知の如く一次の同次函数だある。従って同次函数に閲
　するオイラーの定理によって，生産函数(7)は
　　　　　　　　(26)　ｚ,＝言芒づ1汁…十才びこら十jでﾀ≒1汁言ﾀﾞしら
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と変形出来る。この式において
(27)
　dF-　　’i
‾百石戸ら
ﾑ毘こ毎夕μとおきμを乗ずると
≒･
/J戻十石戸丿μり十尽μ中j･か
となる。これは生産に投下される財の限界価値生産力に応じて価格を支払えば，生産物総額はす
べて投下財に帰属し企業に余剰ばないことになる。このことは一次の同次函数の性質上当然であ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
（Ｕ）長期競争均衡を考える。
(28)
完全競争（自由参加）から牧入を尺,費用をＣとすれば，
7t= R-C=0
である。また限界牧入は限界費用に等しくならねばならぬ。
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更に平均費用の極小点において生産が行われる。この点では限界費用は平均費用に等しく前者は
上昇の形をとっている。自由参加の完全競争では生産はこの点で行われざるを得ない。
　　　　　　　　　　　　（3o）　置＝二　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９χ　　　ｚ
生産物価格μ･は極小平均費用に等しく，需要曲線は水平柴なしているから（完全競争）
　㎜　　　　　　　　　　　（31）　　子゜Piニ子二子「　ト
仮定より
　　　　　　　　　　(32)　戸ふ― 1] PjXji十Σｇがりj
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j－１”’　ｊ－１
とかける，また限界生産力に限界費用を乗じたものは投入財の価格に等しく更にC31)より
(33) 巧二⑤？‘μ゜ρゆ‰妁゜■dC
,り･＝Ｐｔ＾’ii
をうる。(33)を(32)の右辺に代入すると(27)と同一結果をうる。(26)は前記の如く生産物がすべ
て投入財に帰属し企業者に余剰が残らないことを示している。長期競争均衡条件が平均生産費極
小の一点において(26)を生ずるに対して，一次の同次函数は平均生産費は同一でありすべての生
産数段において(26)が成立つと考えられる。さて一次の同次函数は牧穫不変性即ち，生産量に拘
らず牧穫不変であると云われる。このことは極小平均費用点，換言すれば，牧穫漸増から牧穫漸
減に移ろうとする収穫不変点の状態か，一次同次函数では凡ての生産量において成立するからに
外ならない。ところでこのー
量を変動せしめる限界生産力
財数鼠の係数は限界生産力で
る。C33)第２項から第３
μ゛嵩による。(33)を(27)に
　　　　　　(34)
が成立つ。この式は亀なる
―??「????
数の牧穫不変性は，投入財の価格変動に応じて投入財の数
をさまたげるもめではなごい。前述(26)の右辺における投入
って限界生産力の命題をここに適用すると，(33)が成立す
ついては，自申参加をみとめる完全競争の条件式（31）から
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生産量を固定したときμを極小ならしめるために投入財価格変動に応
じ投入数服を移動せしめうる余地|を示したものである。この固定さ,れた生産量は一次同次函数の
生産量凡てにわたるもので，こ 衡の平均費用極小点に対応すると考えられる。もと
産業連関分析における代替理論 ７
より一次同次函数における生産量のうち均衡値は価格と共に投入産出体系から決定される。然し
一次同次函数における生産量均衡値の有する性質は長期競争均衡のそれと一致したことにな投入
産出分析においては長期競争均衡を目標としなくても結果においては常に其の状態が表われる。
ているのではないであろうか。
　(ｍ)上述したところによって，投入産出分析においてこれを構成する方程式体系から未知数
の値が決定された以上この値が変動することは考えられない。またこの方程式体系では未知数が
一意的な値をとると考えら及びれる,従って投入財の数量,生産量が見出されると生産函数(7)から
生産係数ａが決定される。投入産出の体系が閉ぢたものであると生産係数か一意的に定ることは
既述のところから明かである。この時は勿論家計の企業生産物の需要Ｘは価格と所得の函数と考
えられた。これに対して開いた体系においてはこのＸは常数として与えられる。これに対しては
次の如く考える。均衡価格はもとのままで只Ｘが任意に与えられたにとどまる。即ち凡ての財の
価格は長期競争均衡値をとり,従って投入される二つの生産要素もこの価格で供給されるとする。
然る時は限界生産力の関係式(9)は不変であるが,生産函数(ﾌ)が牧穫漸減又は漸増を示す場合は，
生産数段の如何によって投入財数量は異りうる。しかしながら上述の如く生産函数か一次の同次
式のときには投入財の数段は生産量に比例するのであるから生産数量，徒ってまた最終需要の如
何に拘らず投入係数は固定化するであろう。
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